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角田市の給与・定員管理等について（平成 22 年度） 

 

１ 総括 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

 

区 分 

住民基本台帳人口 

（21年度末） 
歳出額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

平成 20 年度の

人件費率 

21年度 

人 

32,062 

千円 

11,521,467 

千円 

221,423 

千円 

2,469,740 

％ 

21.4 

％ 

22.4 

  （注）人件費には特別職に支給される給料、報酬等及び事業費支弁人件費を含んでいます。 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

Ａ 

給    与    費 1人当たり 

給与費Ｂ/Ａ 

 (参考)類似団体平均

一人当たり給与費 給 料 職員手当 期末・勤勉手当  計 Ｂ 

21年度 
人 

257 

千円 

965,014 

千円 

188,798 

千円 

360,844 

千円 

1,514,656 

千円 

5,894 

千円 

5,855 

（注）１．職員手当には退職手当を含みません。 

   ２．職員数は平成 21年 4月 1日現在の教育長を含む一般職の人数です。 

   ３．特別職に支給される給与、報酬は含みません。 

４．給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を

含んでいません。 

 

（４）ラスパイレス指数の状況（各年 4月 1日現在） 

 
（注）１.ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水      

準を示す指数です。 

   ２．類似団体平均とは人口規模産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。   
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 22年 4月 1日現在） 

  ① 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

角 田 市 43.3歳 317,681円 380,934円  

宮城県 43.0歳 335,298円 406,033円 371,676円 

国 41.9歳 325,579円 － 395,666円 

類似団体 43.3歳 327,906円 374,248円 352,886円 

 

 

 ② 技能労務職 

 

区   分 

 

公 務 員 

平均年齢 

 

職員数 平均給料月額 平均給与月額 

（Ａ） 

平均給与月額 

（国ベース） 

角田市 50.8歳 22人 293,137 円 324,600 円  

宮城県 49.7歳 289人 321,560 円 365,865 円 347,242 円 

国 49.3歳 3,955人 284,514 円 －  円 322,291 円 

類似団体 48.8歳 29人 299,737 円 320,499 円 310,712 円 

（注）１．「平均給料月額」とは、平成 22年 4月 1日現在における各職種の職員の基本給の平均です。 

２．「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な

どのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている

ものです。また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特

殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したもの

です。 

 

 

（２）職員の初任給の状況（平成 22年 4月 1日現在） 

区   分 角田市 宮城県 国 

一般行政職 
大学卒 172,200円 172,006 円 172,200円 

高校卒 140,100円 139,009 円 140,100円 

技能労務職 
高校卒 137,200円 136,508 円 － 

中学卒 121,600円 120,635 円 － 
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（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 22年 4月 1日現在） 

区   分 経験年数 10年 経験年数 15年 経験年数 20年 

一般行政職 
大学卒 243,100 円 281,000円 342,700円 

高校卒 該当なし 237,500円 281,000円 

技能労務職 
高校卒 該当なし 239,000円 該当なし 

中学卒 － － － 

（注）経験年数は、採用前に民間企業等に勤務した期間がある場合、その期間を換算し、採用後の勤務期間に加算

した年数です。 
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成 22年 4月 1日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1級 
定型的な業務を行う職務 

（主事、技師） 
 31人  11.4％ 

2級 
特に高度な知識又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれ

と同程度のもの（主事、技師） 
 22人   8.1％ 

3級 
係長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同

程度のもの（係長、主査） 
 70人  25.6％ 

4級 
課長補佐の職務または、職務の複雑、困難及び責任の度が

これと同程度のもの（課長補佐、主幹、副主幹） 
 86人  31.5％ 

5級 
困難な業務を処理する課長補佐の職務又は職務の複雑、困

難及び責任の度がこれと同程度のもの（課長補佐、主幹） 
 27人   9.9％ 

6級 
課長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同

程度のもの（部次長、課長、参事） 
 29人  10.6％ 

7級 
部長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同

程度のもの（部長、会計管理者） 
  8人   2.9％ 

計  273人 100.0％ 

  （注）１．角田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

     ２．標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。      

 
（注）平成 18年に 9級制から 7級制に変更しています。（旧給料表の 1級及び 2級並びに 4級及び 5級をそれぞれ 

統合しています。） 

１級, 11.4% １級, 11.2% 
１級, 5.0% 

２級, 8.1% ２級, 7.0% ２級, 16.1% 

３級, 25.6% ３級, 27.8% ３級, 19.1% 

４級, 31.5% 
４級, 25.1% 

４級, 29.6% 

５級, 9.9% 
５級, 12.3% ５級, 11.1% 

６級, 10.6% 
６級, 12.3% ６級, 16.6% 

７級, 2.9% ７級, 4.3% ７級, 2.5% 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 

給与構造改革の導入により、昇給については、勤務成績の反映を一層きめ細かく行う目的で従来

の昇給幅を４分割され、1月 1日から 12月 31日までの 1年間における業績、能力等を評価（内申）

し、その評価に基づき、1月 1日に実施する昇給区分を決定することとしております。 

 

４ 職員の手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 

角 田 市 宮城県 国 

１人当たり平均支給額（21年度） 

         1,404千円 

１人当たり平均支給額（21年度） 

         1,780千円 
－ 

（21年度支給割合） 

  期末手当   勤勉手当 

  2.75 月分    1.40 月分 

 （1.60）月分  （0.75）月分 

（21年度支給割合） 

  期末手当   勤勉手当 

  2.75 月分    1.40 月分 

 （1.50）月分  （0.70）月分 

（21年度支給割合） 

  期末手当   勤勉手当 

  2.75 月分    1.40 月分 

 （1.50）月分  （0.70）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

 ・役職加算  5％～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

 ・役職加算  5％～20％ 

・管理職加算 15％～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職加算   5％～20％ 

・管理職加算 10％～25％ 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

【参考】勤務手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

 

 

 

 

（２）退職手当（平成 22年 4月 1日現在） 

角 田 市 国 

（支給率）   自己都合     勧奨・定年 

勤続 20年   23.50 月分      30.55 月分 

勤続 25年   33.50 月分      41.34  月分 

勤続 35年   47.50 月分      59.28   月分 

最高限度額  59.28 月分       59.28   月分 

その他の加算措置  定年前早期退職特例措置 

                   （2％～20％加算） 

1人当たり平均支給額     － 千円   24,565千円 

（支給率）   自己都合     勧奨・定年 

勤続 20年   23.50 月分    30.55 月分 

勤続 25年   33.50 月分    41.34  月分 

勤続 35年   47.50 月分    59.28   月分 

最高限度額   59.28月分     59.28   月分 

その他の加算措置  定年前早期退職特例措置 

                   （2％～20％加算） 

 

（注）１．角田市職員の退職手当は、宮城県市町村職員退職手当組合の退職手当条例により支給されます。 

２．退職手当の 1人当たり平均支給額は、平成 21年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。 

基準日（6 月 1 日・12 月 1 日）以前の 6 ヶ月以内の期間における勤務成績（業績、能力等）を

適正に評価（内申）し成績率を決定することとしております。 
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（３）地域手当（平成 22年 4月 1 日現在） 

支給実績（21年度決算） 205千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（21年度決算） 205,000円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都のうち特別区 18％ 0人 18％ 

仙台市 6％ 1人 6％ 

名取市・多賀城市・利府町・富谷町 3％ 0人 3％ 

（注）「支給実績」及び「支給職員 1人当たり平均支給年額」は、平成 21年度における地域手当の額です。 

 

 

（４）特殊勤務手当（平成 22年 4月 1日現在） 

区   分 全 職 種 

支給実績（21年度決算） 724  千円   

支給職員 1人当たり平均支給年額（21年度決算） ―   円   

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度） 0.0％   

手当の種類（手当数） 7種類   

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

防疫業務手当 業務に従事した職員 ・感染症、伝染病に係る患者の救護

作業 

・感染症の病原体の処理作業 

・在宅の感染症の患者の訪問調査、

療養指導 

・伝染病菌を有する家畜に対する防

疫業務 

・1日につき   500円 

 

・1日につき   500円 

・1日につき   500円 

 

・1日につき   500円 

不快業務手当 業務に従事した職員 ・行旅病死人等の取扱い（外勤）等

の業務 

・行旅病の取扱い（外勤）等の業務 

・行旅病死人等の収容等の作業に使

用した資材等処理作業 

・1件につき  1,000円 

 

・1件につき   500円 

・1件につき   250円 

 

 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（21年度決算） 107,332千円 

職員 1人当たり平均支給年額（21年度決算） 481千円 

支給実績（20年度決算） 87,328千円 

職員 1人当たり平均支給年額（20年度決算） 375千円 
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（６）その他の手当（平成 22年 4月 1日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 

国 の 制

度 と の

異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（21年度決算） 

支給職員 1人当たり

平均支給年額 

（21年度決算） 

管理職手当 ・部長級    88,500円 

・理事職    77,400円 

・部次長級   72,700円 

・課長級    62,300円 

・参事級    51,900円 

・保育所長等  49,600円 

・保育所長補佐 46,300円 

※ 平成 11年 4月から 10％減額、

平成 21 年 1 月から 20％減額支

給。  

異なる 国は官職に

応じ、 

俸 給 月 額

117,500 円～        

31,700円 

 19,302千円 537,000円 

扶養手当 1.配偶者 13,000円 

2.配偶者以外の扶養親族 

ｱ. 1 人につき それぞれ 6,500

円（職員に配偶者がない場合

は、そのうち 1 人について

11,000円） 

※ 扶養親族である子のうち、満

15 歳に達する日後の最初の 4

月１日から満 22 歳に達する日

以後の最初の 3 月 31 日までの

間にある子 1 人につき 5,000

円加算 

同じ －  26,126千円 

 

200,000円 

住居手当 借家・借間に居住している職員 

 ｱ. 月額 23,000 円以下の家賃を

支払っている職員 

 家賃－12,000円 

 ｲ. 月額 23,000 円を超える家賃

を支払っている職員 

  （家賃－23,000 円）×1/2＋

11,000円で 27,000円を限度 

 

同じ － 8,964千円 290,000円 
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手 当 名 内容及び支給単価 

国の制

度との

異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（21年度決算） 

支給職員 1人当たり

平均支給年額 

（21年度決算） 

通勤手当 1.交通機関等の利用者 

  支給単位期間の通勤に要する

運賃等の相当額。ただし、その月

額が 55,000円を超えるときは、 

 55,000円×支給単位期間の月数 

2.普通自動車等の使用者 

 ｱ. 普通自動車等以外の使用者 

   使用距離（片道）により 

    2,000円～24,500円 

ｲ. 普通自動車等の使用者 

  使用距離（片道）により 

   2,200円～33,000円    

一 部 異

なる 

通勤者の主

たる通勤方

法が国家公

務員と異な

ることから、

一部独自の

手当。国の手

当は次のと

おり。2 のｲ

について、使

用距離（片

道）により

2,000 円から

24,500円 

12,914千円 68,000円 

単身赴任手当  公署を異にする異動等に伴い転

居し、やむを得ない事情により配偶

者と別居し、単身で生活することを

常況とし、距離制限（60 ㎞以上）

を満たす職員 23,000円 

加算額 100 ㎞～交通距離に応

じ 6,000円～45,000円 

同じ － － － 

休日勤務手当  休日（祝日法による休日、年末年

始の休日）において正規の勤務時間

中に勤務した職員 

 勤務 1 時間当たりの給与額×

135/100×勤務時間数 

同じ － 1,785千円 

 

－ 

夜間勤務手当  正規の勤務時間として午後 10 時

から翌日の午前 5 時までの間に勤

務した職員 

 勤務 1 時間当たりの給与額×

25/100×勤務時間数 

 

同じ － － － 
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手 当 名 内容及び支給単価 

国の制

度との

異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績（21年

度決算） 

支給職員 1人当たり

平均支給年額（21

年度決算） 

管理職員特別 

勤務手当 

管理職員が臨時または緊急の必

要その他の公務の運営の必要によ

り、週休日または休日等に勤務した

場合 

職員の区分に応じ 

 6,000円～8,000円 

ただし、勤務に従事した時間が 6

時間を越える場合は、その額に

150/100を乗じて得た額 

同じ － 221千円 

 

－ 

災害派遣手当 

 

 

 災害応急対策または災害復旧の

ため国または他の地方公共団体か

ら派遣された職員が、住所または居

所を離れて、市の区域に滞在する場

合 

 滞在する日 1日につき 

  3,970円～6,620円 

（滞在期間、施設の利用区分によ

り） 

同じ － － － 
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５ 特別職の報酬等の状況（平成 22年 4月 1 日現在） 

区   分 給 料 月 額 等 

給  料 市 長 

 

副市長 

 

 759,200円 

  （949,000円） 

 636,650円 

  （749,000円） 

（参考）類似団体における最高／最低額 

1,010,000円 ／ 455,000円 

 

800,000円 ／ 347,500円 

報  酬 議 長 

副議長 

議 員 

447,000円 

376,000円 

352,000円 

495,000円 ／ 274,000円 

440,000円 ／ 234,000円 

400,000円 ／ 220,000円 

期末手当 市 長 

副市長 

（平成 21年度支給割合） 

    3.10月分      

議 長 

副議長 

議 員 

（平成 21年度支給割合） 

    3.30月分      

退職手当  

市 長 

副市長 

（算定方式）            (1期の手当額) （支給時期） 

949,000円×在職月数×0.44  20,042,880円   任期毎 

749,000円×在職月数×0.26   9,347,520円   任期毎 

（注）１．市長、副市長の給料月額は、平成 14年 4月からそれぞれ 10％、5％、平成 21年 1月から 

それぞれ 20％、15％に相当する額を減額支給しております。（ ）内は、減額措置前の金額で

す。 

   ２．退職手当の「1期の手当額」は 4月 1 日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期 

（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 
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６ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 

    （各年 4月 1日現在、単位：人） 

      区 分 

部 門 

職 員 数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平成 21年 平成 22年 

普 

 

通 

 

会 

 

計 

 

部 

 

門 

一

般

行

政

部

門 

議   会 4 4   

総   務 72 73 1 情報部門新設による増 

税   務 19 18 ▲ 1 固定資産部門の減 

民   生 55 51 ▲ 4 保育部門の減 

衛   生 22 21 ▲ 1 健康推進部門の減 

農 林 水 産 20 22 2 角田ブランド推進室新設による増 

商   工 7 7   

土   木 17 15 ▲ 2 技能労務職員の減 

計 216 211 ▲ 5 

 

 

〈参考〉 

人口１万人当たりの職員数   65.81人 

（類似団体人口１万人当たりの職員数 72.08人) 

教 育 部 門 41 47 6 組織再編等による増 

小   計 257 258 1 〈参考〉 

人口１万人当たりの職員数   80.47人 

（類似団体人口１万人当たりの職員数 97.50人) 

公  

営 会 

企 計 

業 部 

等 門 

病   院     

水   道  13  12 ▲ 1 組織再編等による減 

下 水 道  9  8  ▲ 1 建設部門の減 

そ の 他  18  17 ▲ 1 介護部門の減 

小   計  40  37 ▲ 3  

合   計 
297 

[366] 

295 

[366] 

▲ 2 

[ -] 

〈参考〉 

人口 1万人当たりの職員数   92.01人 

（注）１．職員数は一般職に属する職員（教育長を含む。）であり、地方公務員の身分を保有する休職

者などを含みます。一部事務組合への派遣職員、臨時または非常勤職員を除いています。 

   ２．[  ]内は、定数条例の合計です。 
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（２）年齢別職員構成の状況（平成 22 年 4月 1日現在） 

 

 
 

 
 

（３）職員数の推移 

（単位：人・％） 

年度 

部門別 
１７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 

過去 5年間 

の増減数（率） 

一般行政 232 225 226 223 215 211 ▲21（▲ 9.1%） 

教育 55 48 47 47 42 47 ▲ 8（▲14.5%） 

消防        

普通会計計 287 273 273 270 257 258 ▲29（▲10.1%） 

公営企業等会計計 35 37 36 39 40 37 2（   5.7%） 

総合計 322 310 309 309 297 295 ▲27（▲8.4%） 

（注）１．各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 

２．合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。 

 
 
 

 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

構成比 
5年前の構成比 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～ 

23歳 

24歳 

～ 

27歳 

28歳 

～ 

31歳 

32歳 

～ 

35歳 

36歳 

～ 

39歳 

40歳 

～ 

43歳 

44歳 

～ 

47歳 

48歳 

～ 

51歳 

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳 

 

以上 

計 

職員数 
人 

2 

人 

9 

人 

15 

人 

26 

人 

33 

人 

38 

人 

27 

人 

23 

人 

34 

人 

40 

人 

47 

人 

- 

人 

294 
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７ 公営企業職員の状況 

 

【水道事業】 

① 職員給与費の状況 

  ア 決算  

区 分 
総費用 

Ａ 

純損益又は実質

収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める職員

給与費比率 Ｂ／Ａ 

（参考） 

平成 20 年度の総費用に

占める職員給与費比率 

21年度 

千円 

928,030 

千円 

6,191 

千円 

91,126 

％ 

9.8 

％ 

9.5 

 

 

区 分 
職員数 

Ａ 

給    与    費 1人当たり 

給与費Ｂ/Ａ 

 (参考)水道事業平均

一人当たり給与費 給 料 職員手当 期末・勤勉手当  計 Ｂ 

21年度 
人 

12 

千円 

51,952 

千円 

5,685 

千円 

20,209 

千円 

77,846 

千円 

6,487 

 千円 

6,781 

（注）１．職員手当には退職手当を含みません。 

   ２．職員数は平成 22年 3月 31日現在の人数です。 

 

 

 イ 給与抑制措置の状況 

     管理職手当の減額支給 

      所長    88,500円 → 79,650円（10％減額）→ 70,800円（20％減額） 

      参事    51,900円 → 46,710円（10％減額）→ 41,520円（20％減額） 

注）平成 11年 4月から 10％の減額、平成 21年 1月から 20％の減額をしています。 

 

 

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成 22年 4月 1日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

角 田 市 49.8歳 341,537円 499,009円 

団体平均 45.6歳 366,719円 546,495円 

事業者  － 歳    －  円 

（注）１．基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額です。 

２．平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 
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③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

角 田 市 角田市（一般行政職） 

１人当たり平均支給額（21年度） 

         1,554千円 

１人当たり平均支給額（21年度） 

               1,404千円 

（21年度支給割合） 

  期末手当   勤勉手当 

  2.75 月分    1.40 月分 

 （1.60）月分  （0.75）月分 

（21年度支給割合） 

  期末手当   勤勉手当 

  2.75 月分    1.40 月分 

 （1.60）月分  （0.75）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 ・役職加算  5％～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 ・役職加算  5％～15％ 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

 

イ 退職手当（平成 22年 4月 1日現在） 

角 田 市 角田市（一般行政職） 

（支給率）   自己都合     勧奨・定年 

勤続 20年   23.50 月分      30.55 月分 

勤続 25年   33.50 月分      41.34 月分 

勤続 35年   47.50 月分      59.28 月分 

最高限度額  59.28 月分       59.28 月分 

その他の加算措置  定年前早期退職特例措置 

                   （2％～20％加算） 

1人当たり平均支給額   ― 千円   ― 千円 

（支給率）   自己都合     勧奨・定年 

勤続 20年   23.50 月分      30.55 月分 

勤続 25年   33.50 月分      41.34 月分 

勤続 35年   47.50 月分      59.28 月分 

最高限度額  59.28 月分       59.28 月分 

その他の加算措置  定年前早期退職特例措置 

                   （2％～20％加算） 

1人当たり平均支給額   ― 千円   24,565千円 

（注）１．角田市職員の退職手当は、宮城県市町村職員退職手当組合の退職手当条例により支給されます。 

２.退職手当の 1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。 

 

 

ウ 地域手当（平成 22年 4 月 1 日現在） 

支給実績（21年度決算） － 

支給職員 1人当たり平均支給年額（21年度決算） － 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

東京都のうち特別区 18％ 0人 18％ 

仙台市 6％ 0人 6％ 

名取市・多賀城市・利府町・富谷町 3％ 0人 3％ 
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エ 特殊勤務手当（平成 22年 4月 1日現在） 

区   分 全 職 種 

支給実績（21年度決算） － 

支給職員 1人当たり平均支給年額（21年度決算） － 

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度） － 

手当の種類（手当数） － 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

－ － － － 

 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（21年度決算） 1,556 千円 

職員 1人当たり平均支給年額（21年度決算） 120千円 

支給実績（20年度決算） 1,267 千円 

職員 1人当たり平均支給年額（20年度決算） 141千円 

  （注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

 

 

カ その他の手当（平成 22 年 4月 1日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一 般 行 政

職 の 制 度

と 異 な る

内容 

支給実績（ 21

年度決算） 

支給職員 1人当たり

平均支給年額（21

年度決算） 

管理職手当 ・所長   88,500円 

・参事   51,900円 

※ 平成 11年 4月から 10％減額、

平成 21年 1月から 20％減額支給し

ています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同じ －   2,302千円 

 

575,700円 
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手 当 名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一 般 行 政

職 の 制 度

と 異 な る

内容 

支給実績（ 21

年度決算） 

支給職員 1人当たり

平均支給年額（21

年度決算） 

扶養手当 1.配偶者 13,000円 

2.配偶者以外の扶養親族 

ｱ. 1 人につき それぞれ 6,500

円（職員に配偶者がない場合

は、そのうち 1 人について

11,000円） 

  

※ 扶養親族である子のうち、満

15 歳に達する日後の最初の 4

月１日から満 22 歳に達する日

以後の最初の 3 月 31 日までの

間にある子 1 人につき 5,000

円加算 

同じ － 1,328千円 

  

189,643円 

住居手当 借家・借間に居住している職員 

 ｱ. 月額 23,000 円以下の家賃を

支払っている職員 

 家賃－12,000円 

 ｲ. 月額 23,000 円を超える家賃

を支払っている職員 

   （家賃－23,000円）×1/2＋

11,000円で 

   27,000円を限度 

 

 

 

 

 

同じ －   20千円 

 

20,000円 
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手 当 名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一 般 行 政

職 の 制 度

と 異 な る

内容 

支給実績（ 21

年度決算） 

支給職員 1人当たり

平均支給年額（21

年度決算） 

通勤手当 1.交通機関等の利用者 

  支給単位期間の通勤に要する

運賃等の相当額。ただし、その月

額が 55,000円を超えるときは、 

 55,000円×支給単位期間の月数 

2.普通自動車等の使用者 

 ｱ. 普通自動車等以外の使用者 

   使用距離（片道）により 

    2,000円～24,500円 

ｲ. 普通自動車等の使用者 

  使用距離（片道）により 

   2,200円～33,000円   

同じ －   478千円 

 

53,167円 

休日勤務手当  休日（祝日法による休日、年末年

始の休日）において正規の勤務時間

中に勤務した職員 

 勤務 1 時間当たりの給与額×

135/100×勤務時間数 

 

同じ －  － － 

 

夜間勤務手当  正規の勤務時間として午後 10 時

から翌日の午前 5 時までの間に勤

務した職員 

 勤務 1 時間当たりの給与額×

25/100×勤務時間数 

 

同じ －  － － 

 

管理職員特別 

勤務手当 

管理職員が臨時または緊急の必

要その他の公務の運営の必要によ

り、週休日または休日等に勤務した

場合 

職員の区分に応じ 

 4,000円～8,000円 

ただし、勤務に従事した時間が 6

時間を越える場合は、その額に

150/100を乗じて得た額 

同じ － － － 

 


